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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 15,039,652

①生活インフラ・国土保全 40,878,810 (2) 長期未払金

②教育 18,314,319 ①物件の購入等

③福祉 858,358 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 220,374 ③その他

⑤産業振興 2,322,665 長期未払金計 0

⑥消防 155,431 (3) 退職手当引当金 4,058,055

⑦総務 3,091,593 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 65,841,550 固定負債合計 19,097,707

(2) 売却可能資産 323,339

公共資産合計 66,164,889 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,629,092

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 960,011 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 149,331

投資及び出資金計 960,011 流動負債合計 1,778,423

(2) 貸付金 461,405

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 20,876,130

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,445,977

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 165,000 １　公共資産等整備国県補助金等 9,090,716

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,610,977 ２　公共資産等整備一般財源等 49,738,771

(4) 長期延滞債権 720,157

(5) 回収不能見込額 △ 273,867 ３　その他一般財源等 △ 8,178,131

投資等合計 3,478,683

４　資産評価差額 △ 80,049

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 50,571,307

①財政調整基金 707,625

②減債基金 241,056

③歳計現金 688,641

現金預金計 1,637,322

(2) 未収金

①地方税 267,712

②その他 18,246

③回収不能見込額 △ 119,415

未収金計 166,543

流動資産合計 1,803,865

資　　産　　合　　計 71,447,437 負 債 ・ 純 資 産 合 計 71,447,437

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

貸借対照表
(平成22年3月31日現在)
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0

0
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

1,925,446

資金収支計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,937,992

144,901

78,882

12,055,292

2,654,026

2,877,682

301,422

1,279,842

6,714,510

2,539,600

3,196,803

414,000

380,800

236,525

353,616

768,500

103,353

914,267

14,972,075

2,916,783

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

937,064

144,108

1,355,723

325,111

274,551

500

0

20,140

726,051

△ 629,672

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,549,115

0

23,834

689,622

0

25,380

0

350,000

2,677,071

688,641

22,812

48,481

446,673

△ 2,230,398

0

56,713

631,928

4



１ 新公会計制度導入の目的 

 

  新地方公会計制度では，官庁会計に基づく従来の自治体会計制度に加え，民間企業会

計の考え方と実務を導入することになります。現金主義・単式簿記を原則とする現行

の官庁会計に対し，発生主義・複式簿記に基づく民間企業会計では，歳入歳出決算に

よる現金の動きだけでなく，資産や負債などのすべての行政資源と行政コストを統合

的に把握することが可能となります。 

  結城市では，新しく取り入れた公会計制度により，財政状況の開示や自治体経営に  

活用する目的で，平成 20 年度決算からは，総務省方式改訂モデルによる普通会計４表

（貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書，資金収支計算書）を作成し，

公表を行います。 

 

 

２ 官庁会計と新地方公会計制度の違い  

 

 従来の官庁会計は，現金主義・単式簿記によるもので，「現金」という一つの科目

の収支のみを記録するものですが，新地方公会計制度により作成する財務書類では，

現金の収支だけでなく，一つの取引を，その原因と結果の両方から捉え，二面的に記

録する複式簿記の考え方により，資産の動きや行政サービスの提供に必要なコストを

把握することができるようになります。  

 

 

３ 主要な会計方針  

 

（１）作成方法 

   貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書及び資金収支計算書は，平成

19 年 10 月に総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」における

総務省方式改訂モデルに基づいて作成しています。 

 

（２）有形固定資産の計上方法 

   平成 20 年度決算における有形固定資産は，昭和 44 年度以降の決算統計の普通建設

事業費を集計し，減価償却計算を反映させた後の金額を計上しています。 

 

（３）売却可能資産の範囲と評価の方法 

   売却可能資産の対象は，その取得目的に使用されていないものや事業の休廃止等に

よって未活用となっている土地として，結城市財政健全化計画（平成 19 年３月）に

おいて，その有効活用と積極的売却処分を行うことを基本として検討したものです。 

   売却可能資産の評価は，鑑定評価額，路線価に基づく評価，直近の売却実績による

評価など，各資産の実情に応じて行いました。 
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（４）債権の回収不能見込額の計上方法  

   １件当たり 100 万円以上の債権については個別に回収可能性を判断し，回収不能見

込額を算定しています。100 万円未満の債権については，債権の状況に応じて求めた

過去５年間の「不納欠損額÷（滞納繰越収入額＋不納欠損額）」の平均値により回収

不能見込額を算定しています。 

 

（５）引当金の計上方法 

  ① 退職手当引当金は，平成 21 年度末に特別職を含む全職員（平成 21 年度末退職者

を除く）が普通退職した場合の退職手当支給見込額から，翌年度支払予定退職手

当の額を除いた額を計上しています。 

② 賞与手当引当金は，平成 22 年６月に支払うことが予定される期末手当及び勤勉

手当のうち，平成 21 年度負担相当額を計上しています。 

 

 

４ 貸借対照表について  

 

（１）概要 

   貸借対照表とは，左側（借方）に資産，右側（貸方）に負債及び純資産を表したも

のです。貸借対照表は，年度末時点で市の資産がどれだけ形成されていて，その財

源となった負債（将来世代による負担）や純資産（これまでの世代による負担）が，

どのくらいあるのかが示されています。 

   資産合計は 714 億 4,743 万 7 千円，負債合計が 208 億 7,613 万円で，資産合計から

負債合計を差し引いた純資産は 505 億 7,130 万 7 千円でした。 

 

（２）資産の部 

  ①公共資産 

   公共資産は，「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成されており，資産総額

が，714 億 4,743 万 7 千円に対して公共資産合計は 661 億 6,488 万 9 千円であり，

92.6％となっています。 

 

   ア 有形固定資産 

  「有形固定資産」とは，長期にわたって住民サービスを提供するために使用さ

れるもので，具体的には土地，建物等が該当します。有形固定資産は，昭和 44 年

以降に取得したものの決算統計上の普通建設事業費の累計額から土地以外の構造

物について減価償却を行い，その累計額を差し引いた金額となっており，結城市

では，658 億 4,155 万円となっています。 

    また，「有形固定資産」は行政目的別に区分されており，結城市の目的別有形固

定資産計上額をみると，道路や公園などの「生活インフラ・国土保全」が 408 億

7,881 万円（構成比 62.1％）と割合が高く，次に学校施設などの「教育」が 183

億 1,431 万 9 千円（構成比 27.8％）となっています。 
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   イ 売却可能資産 

    「売却可能資産」とは，現に公用もしくは公共用に供されていないすべての公共

資産であり 3 億 2,333 万 9 千円となっています。 

    売却可能資産は，結城市財政健全化計画（平成 19 年３月）において，その有効

活用と積極的売却処分を行うことを基本として検討したもので，売却可能資産の

評価は，鑑定評価額，路線価に基づく評価，直近の売却実績による評価など，各

資産の実情に応じて行っています。 

 

  ②投資等 

   投資等は，公営企業や第３セクター等への出資金や貸付金，基金，回収期限が到来 

してから１年以上回収できていない債権（長期延滞債権）等の資産が計上されてお

り 34 億 7,868 万 3 千円となっています。 

 

   ア 投資及び出資金 

    「投資及び出資金」のうち主要なものは，公営企業や第３セクターへの出資金・

出えん金です。結城市の場合，投資及び出資金は 9 億 6,001 万 1 千円となってお

り，主な相手先は，結城市水道事業，財団法人結城市文化・スポーツ振興事業団，

財団法人茨城県看護教育財団となっています。 

 

   イ 貸付金 

    「貸付金」には，住宅新築資金等貸付金や地域総合整備事業貸付金などがあり，

結城市では 4 億 6,140 万 5 千円となっています。 

    なお，返済期限が経過していても回収されていない貸付金は，「未収金」または

「長期延滞債権」として別途計上してありますので，「貸付金」に計上されてい

る金額は，返済期限が到来していない貸付債権の額となっています。 

 

   ウ 基金等 

     「基金等」には，特定の目的のために資金を積み立てる「特定目的基金」と，

特定の目的のために定額の資金を運用する「定額運用基金」があります。これら

は将来の支出に対する財源の蓄えとなります。  

結城市では「特定目的金」が 14 億 4,597 万 7 千円，「定額運用基金」が 1 億

6,500 万円となっています。 

 

   エ 長期延滞債権 

    「長期延滞債権」とは，調定後１年以上経過している債権です。  

結城市では 7 億 2,015 万 7 千円となっていますが，これらを減少，またはでき

るだけ発生させないようにすることが必要です。  
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   オ 回収不能見込額 

    「回収不能見込額」は，「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち回収不能となる

ことが見込まれる金額です。回収不能見込額は，１件につき 100 万円以上は個別

に，それ以外は過去の回収不能実績をもとに一括して見積もりました。 

     結城市では，「貸付金」と「長期延滞債権」の合計額 11 億 8,156 万 2 千円のう

ち 1 億 1,941 万 5 千円が回収不能となることが見込まれるとして，「回収不能見

込額」に計上しています。 

 

  ③流動資産 

   「流動資産」には，現金，必要に応じてすぐに使える基金，税金等の未収金が計上

されます。 

 

   ア 現金預金 

    「現金預金」には，「財政調整基金」「減債基金」「歳計現金」があります。 

「財政調整基金」や「減債基金」は将来の収入減や不測の支出，地方債の償還

に備えて積み立てている基金です。これらの残高が多ければ，今後の財政運営に

比較的余裕があるといえます。「歳計現金」は，その年度の歳入総額から歳出総

額を差し引いた金額で，結城市では 6 億 8,864 万 1 千円となっています。 

 

   イ 未収金 

    「未収金」は，その年度の歳入として調定したが，年度内に未収のものを「地方

税」と「その他」に区分けして表示しています。なお，調定後１年以上経過した

債権は長期延滞債権に計上されますので，「未収金」には，滞納期間が１年未満

のものだけが計上されています。また，長期延滞債権と同じように回収不能見込

額も計上されます。 

    結城市では，地方税とその他の未収金をあわせて 2 億 8,595 万 8 千円となります

が，回収不能見込額を差し引くと 1 億 6,654 万 3 千円が将来収入の見込まれる金

額となります。 

 

（３）負債の部 

  ①固定資産 

   固定負債とは，１年経過以降に支払いや返済が行われる予定の負債となります。  

 

   ア 地方債 

    「地方債」には，地方債のうち翌々年以降償還される額が計上されます。よって，

地方債残高総額は，固定負債の地方債と流動負債の翌年度償還予定地方債を合計

した額となります。 

    結城市の地方債残高総額は 150 億 3,965 万 2 千円と 16 億 2,909 万 2 千円を合計

した 166 億 6,874 万 4 千円となります。 
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   イ 長期未払金 

    「長期未払金」は，すでに物の引渡しやサービスの提供を受けたものについて，

いまだ未支払いの額や債務保証や損失補償で履行が決定した額が計上されます。  

    結城市では，長期未払金はありません。  

 

   ウ 退職手当引当金 

    「退職手当引当金」は，職員が当年度末時点で退職した場合に必要となる退職手

当額です。 

    結城市は退職手当組合に加入していますが，退職手当組合に支払った負担金より

も退職手当組合から受け取った退職手当の方が多いので，資産の部の退職手当組

合積立金が計上されずに，退職手当組合に対する負担金の納入不足額が将来の納

入分として，退職手当引当金に 40 億 5,805 万 5 千円計上されています。 

 

  ②流動負債 

   流動負債とは，１年以内に支払や返還をしなければならない負債となります。  

 

   ア 翌年度償還予定地方債 

    地方債のうち翌年度償還予定額です。 

    結城市では，16 億 2,909 万 2 千円となっています。 

 

   イ 翌年度支払予定退職手当 

    結城市では，退職手当組合に加入しているため，結城市からではなく退職手当組

合から退職手当を支払うので翌年度支払予定退職手当はありません。  

 

   ウ 賞与引当金 

    「賞与引当金」とは，翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生する部分です。

６月支払予定賞与は 12 月から翌年の５月分までなので，その 12 月から翌年３月

までが当年度に発生する部分となります。 

    結城市では，１億 4,933 万 1 千円となっています。 

 

（４）純資産の部 

  ①公共資産等整備国県補助金等  

   「公共資産等整備国県補助金等」とは，住民サービスを提供するための財産を取得

した財源のうち国・県の補助を受けた部分です。  

   結城市では 90 億 9,071 万 6 千円となっています。 

 

  ②公共資産等整備一般財源等 

   「公共資産等整備一般財源等」とは，住民サービスを提供するための財産を取得し

た財源のうち「公共資産等整備国県補助金等」と「地方債」を除いた部分です。 

   結城市では 497 億 3,877 万 1 千円となっています。 
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  ③その他一般財源等 

   「その他一般財源等」とは公共資産等以外の資産から，公共資産等整備財源以外の

負債を差し引いた額です。「その他一般財源等」は，通常マイナスになるものと考

えられています。これは，将来自由に財源として使用できる純資産がマイナスとな

っていること，つまり，すでに将来の財源の一部が拘束されていることを表してい

ます。この状況が発生するのは，資産形成を伴わない負債（臨時財政対策債や退職

手当引当金）が存在し，その支払いに対する積み立てがなされていないためです。  

 

  ④資産評価差額 

   「資産評価差額」とは，「売却可能資産」の取得価格と売却可能価格との差額であ

り，結城市では 8,004 万 9 千円となっています。 

 

 

５ 行政コスト計算書について  

 

（１）概要 

   行政コスト計算書は，１年間の行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービ

スに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させたも

のです。 

   行政コスト計算書は「経常行政コスト」と「経常収益」からなり，その差し引きが

「純経常行政コスト」となっています。  

   経常行政コストは 188 億 6,901 万 7 千円，経常収益が 4 億 769 万 1 千円で経常行政

コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは 184 億 6,132 万 6 千円となっ

ています。 

 

（２）性質別行政コスト 

   性質別行政コストは，「行政サービスに要したコストを人件費，物件費，補助金等

の経済的性質」に分類したものです。 

 人にかかるコストは，人件費 23

億 4,767 万円，退職手当引当金繰入

等 40 億 7,019 万 3 千円，賞与引当

金繰入額 1 億 4,933 万 1 千円で計

65 億 6,719 万 4 千円となり全体の

34.8％を占めています。 

 物にかかるコストは，物件費 19

億 2,544 万 6 千円，維持補修費

7,888 万 2 千円，減価償却費 20 億

3,528 万 5 千円で合計 40 億 3,961

万 3 千円となり全体の 21.4％を占

めています。 

人にかか

るコスト 
34.8% 

物にかか

るコスト 
21.4% 

移転支出

的コスト 
42.0% 

その他の 

コスト 1.8% 

性質別行政コスト 
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生活インフ

ラ・国土保

全 16.2% 

教育 12.4% 

福祉 28.6% 

環境衛生 
7.3% 

産業振興 
7.6% 

消防 3.7% 

総務 21.1% 

その他 
3.1% 

目的別行政コスト 

   移転支出的コストは，社会保障給付 26 億 5,402 万 6 千円，補助金等 28 億 7,768 万

2 千円，他会計等への支出額 21 億 1,357 万 2 千円，他団体への公共資産整備補助金

等 2 億 7,455 万 1 千円で合計 79 億 1,983 万 1 千円となり全体の 42.0％を占めていま

す。 

   なお，社会保障給付費は，主に障害者自立支援給付や児童手当，民間保育所措置委

託料，生活保護費等からなっています。補助金等は，一部事務組合に対する支出が

13 億 2,440 万円となり補助金等の 45.9％を占めています。他会計等への支出につい

ては，国民健康保険特別会計や公共下水道事業特別会計への繰出金等があります。

他団体への公共資産整備補助金等では北西部地区土地区画整理組合への補助金が主

な支出となっています。 

 

（２）目的別行政コスト 

   目的別行政コストは，生活インフラ・国土保全，教育，福祉等のコストを行政目的

に分類したものです。 

 行政目的別にみると福祉の割合が

最も多く 53 億 8,926 万 6 千円で

28.6％を占めており，続いて総務の

割合が 39 億 9,010 万 1 千円で

21.1％を占めています。 

福祉にかかるコストは，障害者自

立支援給付や児童手当，民間保育所

措置委託料，生活保護費等からなる

社会保障給付の割合が 48.9％を占

めています。 

教育にかかるコストは，学校給食

の賄材料費や調理委託料，鹿窪運動

公園体育施設管理運営委託料，結城

図書館システム委託料等の物件費の割合が 37.1％を占めています。 

 

（３）行政サービス収入 

   行政サービス収入は，使用料・手数料による収入が 1 億 6,863 万 9 千円，分担金・

負担金・寄附金の収入が 2 億 3,905 万 2 千円で，合計は 4 億 769 万 1 千円となって

います。 

使用料・手数料収入については，公営住宅使用料や市内公立保育所運営費負担金

（保育料），戸籍や住民票，印鑑証明書発行手数料が主な収入となっています。 

分担金・負担金・寄附金については，老人ホーム措置費負担金，市内公立保育所

以外の保育所運営費負担金（保育料）（市内私立保育所や市外公立・私立保育所）

が主な収入となっています。また，平成 21 年度については，寄附金収入が 492 万 7

千円ありました。 
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６ 純資産変動計算書について  

 

（１）概要 

   純資産変動計算書は，貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間で

どのように変動したかを表した計算書です。純資産は，いままでの世代が負担して

きた部分なので，１年間で今までの世代が負担した部分の増減が分かります。  

 

（２）純経常行政コストと財源  

   結城市では，経常行政コスト 184 億 6,132 万 6 千円に対して地方税など経常的な一

般財源が 106 億 6,091 万 2 千円，経常的なコストに係る補助金が 35 億 2,191 万 4 千

円であり，42 億 7,850 万円のコスト超過となっています。 

 

（３）臨時損益 

   結城市では，公共資産の売却に伴う利益 1,218 万 3 千円が臨時的な収益として発生

しています。 

 

（４）科目振替 

 ①公共資産整備への財源投入，貸付金・出資金への財源投入  

    結城市では 4 億 1,218 万 2 千円の一般財源が公共資産整備に，2 億 5,566 万 6 千円

の一般財源が貸付金，出資金等に投入されました。 

 

  ②公共資産処分のよる財源増，貸付金・出資金等の回収による財源増  

   結城市では，公共資産の処分で 1,062 万 9 千円，貸付金・出資金等の回収等により

1 億 5,834 万円の一般財源が回収されました。 

 

  ③減価償却による財源増 

   結城市では，20 億 3,528 万 5 千円の減価償却のうち国県補助金等を財源とする部

分 4 億 601 万 6 千円，一般財源等を財源とする部分 16 億 2,926 万 9 千円が公共資産

等整備国県補助金等及び公共資産整備一般財源等からその他一般財源等に振り替え

られています。 

 

  ④地方債償還に伴う財源振替 

    公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより，公共資産等

整備の財源のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に振り替えられます。 

 

 

７ 資金収支計算書について  

 

（１）概要 

   資金収支計算書とは，１年間の資金の流れを「経常的収支」「公共資産整備収支」
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「投資財務的収支」の３つに分けて表示しているもので，民間企業会計におけるキ

ャッシュフロー計算書に相当するものです。  

資金の流れを示した点では「歳入・歳出決算書」と似ていますが，活動別に区分

することで，「歳入・歳出決算書」では分からなかった活動別の資金調達とその使

途を把握することができます。  

   経常的収支額が 29 億 1,678 万 3 千円の増，公共資産整備収支が 6 億 2,967 万 2 千

円の減，投資財務的収支が 23 億 3,039 万 8 千円の減で当年度歳計現金は 5,671 万 3

千円の増となっています。 

 

（２）経常的収支の部 

   経常的収支の部の支出合計は 120 億 5,529 万 2 千円となっています。人件費が 29

億 3,799 万 2 千円で 24.4％を占め，ついで補助金等が 28 億 7,768 万 2 千円で

23.9％を占めています。 

   経常的収支の部の収入合計は 149 億 7,207 万 5 千円となっています。地方税が 67

億 1,451 万円で約半分の 44.8％を占めています。 

（３）公共資産整備収支の部 

   公共資産整備の支出合計は 13 億 5,572 万 3 千円で，収入の合計が 7 億 2,605 万 1

千円となっており，収支額はマイナス 6 億 2,967 万 2 千円となっています。 

公共資産整備支出で主なものは，南部地区及び北西部地区土地区画整理事業となっ

ています。 

 

（４）投資・財務的収支の部 

   投資・財務的支出の合計は 26 億 7,707 万 1 千円で，収入の合計が 4 億 4,667 万 3

千円となっており，収支額はマイナス 22 億 3,039 万 8 千円となっています。投資・

財務的支出で主なものは，地方債償還額 15 億 4,911 万 5 千円で 57.9％を占めていま

す。また，他会計等への公債費充当財源繰出支出と併せると 83.6％を占めています。 

人件費 
24.4% 

物件費 
16.0% 

社会保障給

付費 22.0% 

補助金等 
23.9% 

支払利息 
2.4% 

他会計等へ

の事務費等

充当財源繰

出支出 
10.6% 

その他支出 
0.7% 

経常的支出 

地方税 
44.7% 

地方交付税 
17.0% 

国県補助金

等 21.4% 

諸収入 2.4% 

地方債発行

額 5.1% 

基金取崩額 
0.7% 

その他 
8.7% 

経常的収入 
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